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市
で
は
今
ま
で
も
、
ご
み
収
集
業
務
の
民

間
委
託
化
や
人
件
費
の
削
減
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
行
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
広
報
い
る
ま
12
月
1
日
号
で
お
知

ら
せ
し
た
よ
う
に
、
非
常
に
厳
し
い
財
政
状

況
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
財
政
的
に
自
立
し
、
効
率
的
な

行
政
運
営
を
確
立
し
て
い
く
た
め
に
、「
行

財
政
緊
急
改
革
プ
ラ
ン
」
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

厳
し
い
財
政
状
況

市
で
は
、
従
来
よ
り
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た

さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
展
開
し
な
が
ら
、
健
全
な
財

政
運
営
に
努
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
国
の
三
位
一
体
の
改
革
の
影
響
に
よ

る
地
方
交
付
税
の
減
少
、
景
気
低
迷
に
よ
る
市
税

の
減
少
や
、
ご
家
庭
の
預
貯
金
に
相
当
す
る
財
政

調
整
基
金
残
高
が
減
少
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、

経
常
的
経
費
の
増
大
に
よ
る
財
政
の
硬
直
化
に
よ

り
、
市
の
財
政
状
況
は
大
変
厳
し
く
な
っ
て
い
ま

す
（
詳
し
く
は
広
報
い
る
ま
12
月
1
日
号
を
ご
覧

く
だ
さ
い
）。

こ
れ
ら
に
対
処
す
る
に
は
、
財
源
の
確
保
は
も

と
よ
り
、
市
の
施
策
全
般
に
わ
た
り
創
意
と
工
夫

を
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
市
民
と
行
政
の
協

働
に
よ
る
新
た
な
改
革
へ
の
取
り
組
み
が
必
要
と

な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
の
展
望
と
行
財
政
改
革

こ
う
し
た
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、「
香
り
豊
か
な

緑
の
文
化
都
市
」
の
実
現
に
向
け
て
、
財
政
的
に
も
自

立
し
た
自
治
体
を
確
立
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
市
で

は
変
化
す
る
社
会
経
済
情
勢
に
対
応
す
る
た
め
、
次
年

度
以
降
3
年
間
の
歳
入
・
歳
出
計
画
（
実
施
計
画
）
を

毎
年
策
定
し
て
い
ま
す
。
そ
の
財
政
推
計
表
か
ら
も
分

か
る
通
り
、
平
成
19
年
度
で

約
一
〇
億
円
、
20
年
度
は
約

六
億
五
千
万
円
の
財
源
不
足

が
生
じ
て
い
ま
す
。
こ
の
財

源
不
足
は
、
今
後
策
定
し
て

い
く
「
長
期
行
財
政
改
革
プ

ラ
ン
」
に
よ
り
対
応
し
て
い

く
予
定
で
す
。

今
回
の
行
財
政
緊
急
改
革

プ
ラ
ン
は
、
財
政
推
計
表
の

通
り
18
年
度
の
歳
入
・
歳
出

額
を
同
額
に
す
る
こ
と
を
目

標
に
策
定
し
た
も
の
で
す
。

そ
の
内
容
は
、
経
常
的
経
費

を
一
〇
億
円
削
減
し
、
歳

入
・
歳
出
の
バ
ラ
ン
ス
を
と

る
こ
と
に
し
た
も
の
で
す
。
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入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン入間市行財政緊急改革プラン

※
人
件
費
の
ほ
か
、
毎
年
必
要
と
な
る
補
助
金
や
扶
助
費
な
ど

※

390
380
370
360
350
340
330
320
310
300

H16決算�

億円�

（億円）�
H17予算�H18推計�H19推計�H20推計�

財政推計表�

歳入� 歳出�

歳入�
歳出�
差額�

H16決算�
377.5
377.5
0.0

H17予算�
341.4
341.4
0.0

H18推計�
328.9
328.9
0.0

H19推計�
320.0
330.1
△10.1

H20推計�
310.2
316.7
△6.5

※16年度決算は減税補てん債の借換え（ 7・ 8年度分3,229,900千円）�
　があったため財政規模が大きくなっています。�
※17年度予算は 9月補正後の数値です。�
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問
い
合
わ
せ

市
役
所
企
画
課

Ⅰ　行政の自己改革プラン�
★組織のスリム化と人的経費の削減を実行します�

★職員改革を推進し、事務改善による歳入確保・歳出削減を実行します�

★民間活用を推進し、計画の見直しにより健全な運営を実行します�

職員定数と�
定 　 　 員�

職 員 給 与 �

特別職給与�
時間外勤務�

費 用 弁 償 �

旅 費 �

事 務 改 善 �

職員の意識改革�

計画の見直し�

歳 入 対 策 �

民間の活用�

歳 出 削 減 �

①職員定数を平成22年 4 月までの 5年間で10％削減します。�
②定員については管理計画を策定し22年 4 月までの 5年間で4.6％削減し、退職者数等
を考慮しつつ職員採用を計画します。労務職については当分の間採用しません。�
調整手当 8％を廃止し、地域手当を導入します。特殊勤務・通勤・住居・管理職等の
各種手当等を削減し、17年度の人事院勧告を実施します。�

①職員の経営意識を醸成させるために、研修における行政改革メニューを増設します。
②人事評価制度の導入について検討します。�
①事務事業を効果的、効率的に推進するために行政評価（事務事業評価）を導入しま
す。18年度は260事業の評価を実施します。�
②公共施設内における職員の通勤用自動車の駐車料金を徴収します。�
①収納特別対策チームを設置し、市税等の徴収率＋0.3ポイント以上を目標とします。�
②移転後の二本木公民館跡地等の未利用公有地の売却・賃貸等を検討します。�
③市公式ホームページ、広報紙、循環バス等を活用した広告収入の確保を図ります。�

　1 日2,500円支給している非常勤特別職の費用弁償（交通費相当額）を 1日1,000円に改
定します。�

市長をはじめとする特別職 5人の給料を引き続き15～10％削減します。�

職員の出張旅費の不支給地区の拡大を図ります。�

加治丘陵の施設等整備について極力自然を生かす方法で見直します。�

ノー残業デーの徹底、代休措置、勤務時間特例制度の実施により10％削減します。�

Ⅱ　市民・団体に間接的に影響を及ぼす改革プラン�
★事務改善等を推進し歳入確保・歳出削減を実行します�

事 務 改 善 �

そ の 他 �

手 数 料 �

市 営 葬 �
補 助 金 �

福 祉 関 係 �

区長会報償金�

①広報紙の色使い（白黒印刷）、発行回数等を見直し、配布方法も検討します。�
②土地占用料（道路・公園）を見直します。�

各種証明手数料（150円）を必要経費等を考慮しかつ近隣市等を参考に（所沢・狭山
市／200円）見直します。�
現在、無料で提供している骨つぼ・霊きゅう車代を見直します。�

①敬老祝金・高齢者タクシー・シルバーサービスを見直します。�
②障害者タクシーと燃料費助成を見直します。�
報償金全体を見直します。�

17年度に作成した補助金適正化基準に基づき削減します。�

①ＮＰＯ活動の推進に向けて、ＮＰＯ中間支援組織との連携を図り、市民との協働を
推進します。�
②各種政策に対するパブリックコメントの実施等、市民が参画できるさまざまな機会
を創出します。�

Ⅲ　市民・団体の協力を必要とする改革プラン�
★受益者負担の見直しにより歳入確保を図ります�

★市単独サービス等の歳出削減を実行します�

①廃棄物最終処分場の延命を図るために、処分の民間委託等によるリサイクルを実施
します。�
②総務・定型的業務等の委託推進の総点検を行い、10施設について指定管理者制度を
導入します。�
③派遣職員や短期雇用職員を積極的に活用します。�

①委託業務内容の精査、積算基準の策定により経常的な委託料を 2％削減します。�
②庁用自動車を 8台削減し公用自転車、中古車、リース車を導入します。�
③大型システム機を含む機器のリース期間を延長し、システムエンジニアの人数も見
直します。�
④報償費を 5％以上、負担金、交際費を10％以上削減します。また消耗品費も見直
し、これまで以上に削減します。�


